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【テキストⅤ】Ｐ 7 動画差替・追加（ 7編第 2章婚姻 03婚姻成立の要件 2(1)(2)）  

 

 

     【婚姻障碍 (731・ 732・ 734・ 735・ 736)】  

 

①婚姻適齢   

    誤 っ て 受 理 さ れ た 場 合 は ､姻 取 消 原 因 だ ！  
②重婚  

③近親婚  

 

 

 

（１）婚姻適齢  

 

 男   １８歳以上                                                    
                               

女   １８歳以上  

 

 

（２）重婚の禁止（７３２）          

 

          

 

 

 

                     前婚             後婚(重婚)  

            Ａ                Ｂ                  Ｃ  

 

          ex.後 婚 が 誤 っ て 受 理 さ れ た 場 合 or前 婚 の 協 議 離 婚 が 無 効 ･取 消 さ れ た 場 合 に 生 じ る  

 

 前婚・後婚の解消事由  重婚の取消の可否  

前  婚（ＡＢ間）  
離婚が生じている場合  ×  

Ａが死亡している場合  ×  

後  婚（ＢＣ間）  
離婚が生じている場合   × ※ 1  

Ｂが死亡している場合      ○  ※ 2  

 

       ※ 1  最 判 昭 ５ ７ ． ９ ． ２ ８ -離 婚 の 効 果 と 婚 姻 取 消 の 効 果 は ほ ぼ 同 じ な の で ､取 消 す 実 益 が な い か ら 。   

     

       ※ 2  Cに 対 す る 相 続 が 生 じ る の で ､取 消 す 実 益 あ り 。      

           取 り 消 さ れ る と Cの 相 続 権 は 遡 及 的 に 消 滅 す る 。  
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【テキストⅤ】Ｐ 10 動画差替・追加（ 7編第 2章婚姻 05婚姻成立の要件 2(4)）  

（４）再婚禁止期間（旧７３３）－令和４年改正  

 

         令和４年の民法改正前は、女性が再婚する場合は、前婚解消又は取消  

の日から 100日経過後でなければならないとの規定（旧 733）が存在し  

た。  

 

 

旧 722条 2項  

婚姻の成立の日から 200日を経過した後又は婚姻の解消若しくは取

消しの日から 300日以内に生まれた子は、婚姻中に懐胎したものと推

定する。  

 

               ▼  

二重推定が生じる可能性があり、これを回避するために待婚期間（再  

婚禁止期間）を定めていた。  

 

 

          

 

                離婚           ２００日          ３００日  

 

 

                婚姻                       

      

 

                            二重推定  

                                                             

                  

 

    改正により、婚姻の解消又は取消しの日から 300日以内に生まれた子につ  

いて、以下のように区別された。  

 

          離婚          ３００日   

 

 

                      出生  

 

母の再婚前に生まれた子  ⇒前夫の子と推定（ 772Ⅱ・ 1後段）  

 

 

     母の再婚後に生まれた子  ⇒後夫の子と推定（ 772Ⅲ）  

 

 

これにより、上記による二重推定が生じることはなくなったため、  

再婚禁止期間に関する規定（旧 733）を削除した。  
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【テキストⅤ】Ｐ 13動画差替・追加（ 7編第 2章婚姻 07婚姻の無効・取消 1～ 4）  

 

二 
 

                                                                

                                                                 

                                          
      

①人違いその他の事由による婚姻意思の欠缺(742① )     (注1)    

②届出の欠缺(742② )                         (注2)  

                                                                 

      (注 1)  「 そ の 他 の 事 由 」 ： 当 事 者 の 一 方 or双 方 が 心 神 喪 失 or一 時 的 精 神 障 害  

                     当 事 者 の 知 ら な い 間 に 第 三 者 が 婚 姻 届 を し た 場 合 (大 判 大 9.9.18)  

 

      (注 2) 民 739Ⅱ の当事者・証人の署名等がなくても有効 (② た だ し 書 )       

           ※ 受 理 要 件 に す ぎ な い 。                                       
            

                                                                 

                                                                 

                                                                 

                                           

                                                               

       初めから、婚姻関係は発生していなかったことになる                  

 
                                                                

       ①その間に生まれた子は非嫡出子                                 

          

       ②当事者の一方死亡後に無効が判明した場合                     

     ⇒配偶者の相続権なし                          

                                                                 

                                                                 

                                                                 

                                             

     取消されるまでは、有効                                       

                   

     ①公益的見地から認められるもの                

         ⇒不適齢婚・重婚・近親婚                     

                                                                  

     ②私益的見地から認められるもの（当事者自身の保護）                

        ⇒詐欺・強迫による婚姻 (747)                                 

 

 

理由  
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（１）取消の方法  

          取消はいずれも家庭裁判所への訴えによる                  

          ⇒当事者間の意思表示だけでは取消すことができない   

 

（２）取消権者    

 

取消原因  取消権者  期間等  

不適齢婚  

各当事者  

各当事者の親族  

検察官  （ 注 ） １  

 

 

・適齢後の取消は不可  

・不適齢者自身  

 ⇒３ヵ月の熟慮期間あり  

(745) 

近親婚   

重  婚  
当事者の配偶者  

（ 注 ） ２  

 

詐欺・強迫  
表意当事者   詐欺を発見ｏｒ強迫を免れ

た後３ヵ月経過ｏｒ追認し
たときは取消不可  

   

 （ 注 ） １   当事者死亡後の取消請求不可  

 

      ｃ ｆ ． 公 益 の 代 表 と し て 取 消 権 を 認 め て い る の で あ れ ば 、 一 方 死 亡 後 も 取 消 権 の 行 使 を 認 め る  

べ き で あ る と 批 判 あ り 。  

 

 

 

   （ 注 ） ２            

                                

                     重婚                                  

        Ａ        Ｂ        Ｃ               

 

 

 

 

 

 ア  各当事者ＢＣ  ○  

イ  当事者の配偶者Ａ  ○  

ウ  ＢＣの親族  ○  

エ  Ａの親族  × 
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【テキストⅤ】Ｐ 32動画差替・追加（ 7編第 3章親子 01実子 1(1)(2)）  
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一 
 

 

                                                    

（１）嫡出子の意義                                              

          法律上の婚姻関係にある男女の間に生まれた子              

        ⇒「母の懐胎期間中に婚姻関係があれば、嫡出子」              

 

①妻が婚姻中
．
に懐胎（ 772Ⅰ前段）  

②女性が婚姻前
．
に懐胎＋婚姻成立後に出生（Ⅰ後段）（注２）  

 

 

 

 

 

夫の子と推定  

＝嫡出推定  

  （注１）  

 

  

 

出

生  

①婚姻成立から２００日後  

 

②婚姻解消・取消後３００日以内   

 

 

婚姻中
．
懐胎の推定  

   （ 772Ⅱ）  

 

③婚姻成立から２００日以内  

 

婚姻前
．
懐胎の推定  

（ 772Ⅱ）  

 

 
（注１）子の側から父子関係を立証する必要はなく、 「婚姻中の懐胎」又は「婚

姻前の懐胎＋婚姻成立後に 出生」という事実だけ で父子関係が定まると

いうこと  

    ⇒これを否定するには、「嫡出否認の訴え」による  

 

（注２）子の出生前に婚姻の解消又は取消しに至ったとしても、その夫の子と推  

定される。                                        

       

※ 妻 が 婚 姻 前 に 懐 胎 し 、 か つ 、 婚 姻 後 に 出 生 し た 子 に つ い て は 、 夫 の 生 物 学 上 の 子 で あ る 蓋 然 性 が 高 い と い  
え 、 こ の こ と は 子 の 出 生 前 に 婚 姻 の 解 消 又 は 取 消 し が あ っ た と し て も 変 わ る も の で は な い た め 。  

            

                                                                     

                                          

         

                                                                        
  

                                  

                           

        
 

    婚姻期間 

                                                                   

                           推定される嫡出子      

懐  胎  期  間  

 

出
生 

  

離
婚 

    

婚
姻 

  

懐
胎 
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（２）婚姻が複数回の場合の嫡出子の推定（ 772Ⅲ）    

 

    女性が懐胎した時から子の出生の時までの間に２以上の婚姻をしていた  

場合  

     ⇒出生した子は、その出生の直近の婚姻における夫（現夫）の子と推定  

する  

 

   ①再婚によって 772Ⅰ前段（婚姻中懐胎）と後段（婚姻前懐胎＋婚姻成立後  

出生）の規定による推定が重複する場合  

⇒直近の婚姻における夫の子と推定する（Ⅰ後段が優先する）  

                                                                    

                                                   

                                                                        
  

                                  

                           

        
 
 

 

夫Ｂの子と推定  

 

 

 

 

 

 

 

    婚姻解消から 30 0日以内に生まれた子であっても、母が元夫以外の男性と

再婚した後に生まれた子は、再婚後の夫の子と推定されることになる。  

※ 再 婚 後 に 出 生 し た 子 は 、 再 婚 後 の 夫 の 子 で あ る 可 能 性 が 高 い た め 。  

 

 

c f .内 縁 の 妻 が 内 縁 関 係 成 立 の 日 か ら 200日 後 ､解 消 の 日 か ら 300日 以 内 に 出 生 し た 場 合      
                          

      ▼  

 内 縁 の 夫 の 子 と 事 実 上 推 定 さ れ る  

      ▼  

 民 772の 嫡 出 の 推 定 で は な い           嫡 出 推 定 と は 区 別 だ ！  

      ▼ ゆ え に  

 認 知 が な け れ ば ､親 子 関 係 は 生 じ な い  

      ▼ し か し  

 そ の 認 知 の 訴 え に お い て ､立 証 責 任 が 内 縁 の 夫 に 負 わ さ れ る  

 

 

出
生 

 

再
婚
（
夫
Ｂ
） 

  

離
婚 

  

懐
胎 

  

婚
姻
（
夫
Ａ
） 
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   ②再婚によって 772Ⅰ後段（婚姻前懐胎＋婚姻成立後出生）の規定による推  

定が重複する場合  

⇒直近の婚姻における夫の子と推定する  

 

※ い ず れ の 婚 姻 に お け る 夫 の 子 で あ る 蓋 然 性 が 高 い か を 一 概 に 述 べ る こ と は 困 難 で あ る が 、 一 般 に 子 の 出 生  

の 直 近 の 婚 姻 に お け る 夫 は 、 懐 胎 中 の 女 性 と 婚 姻 し 、 そ の 後 に 子 が 出 生 し て い る こ と か ら す る と 、 当 該 夫  

の 子 で あ る 蓋 然 性 は 十 分 に あ る と い え る 。 ま た 、 夫 婦 の 協 力 ・ 扶 助 義 務 に 照 ら せ ば 、 夫 婦 に よ っ て 子 の 養  

育 が 期 待 で き る こ と も 加 味 さ れ て い る 。  

                                                                  

                                                   

                                                                        
  

                                  

                           

        
 
 

 

 

夫Ｂの子と推定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出
生 

 

再
婚
（
夫
Ｂ
） 

  
離
婚 

  

婚
姻
（
夫
Ａ
） 

  

懐
胎 
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【嫡出否認の訴えにより子の父であることが否認された場合（ 772Ⅳ）】  

 

 

    前記（１）（２）によって父が定められた子について、嫡出否認の訴え

によりその父の嫡出であることが否認された場合  

⇒（２）の「直近の婚姻」とあるのは、「直近の婚姻（ 774条の規定によ  

り子がその嫡出であることが否定された夫との間の婚姻を除く。）」  

とする  

 

 

嫡出否認の訴えにより再婚後の夫の子であるという推定が否認された場合  

⇒再婚後の夫の子との間の推定される父子関係は出生の時に遡って消滅し、  

子は出生の時から前夫の子と推定する  

 

     つまり、子の父と推定される地位が、当該婚姻の直近の婚姻における夫に  

繰り上がることになる。  

 

                                                           

                                                   

                                                                        
  

                  

                  

                  

       

        
 
 

 

 

夫Ｃの子と推定  

 

 ▼  

                               嫡出否認  

 ▼  

                            前夫Ｂの子と推定  

  

                                   ▼  

                                嫡出否認  

                                   ▼  

          前夫Ａの子と推定  

 

 

 

 

 

 

 

 

出
生 

 

再
婚
（
夫
Ｃ
） 

 

離
婚 

  

再
婚
（
夫
Ｂ
） 

  

離
婚 

  

懐
胎 

  

婚
姻
（
夫
Ａ
） 
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【テキストⅤ】Ｐ 37動画差替・追加（ 7編第 3章親子 03実子 1(4)①～③）  

（４）嫡出否認の訴え（ 774・ 775）            

          嫡出推定を受ける子に対して、嫡出子であることを否認する訴え  

       ex.妻 が 婚 姻 中 に 浮 気 を し て ､他 の 男 の 子 供 を 身 ご も っ た 場 合  

 

       ①胎児や既に死亡した子についての否認の訴えは提起できない。          

 

        ②否認権者（ 774）－令和４年改正                  

      ※ 従 前 か ら 、 子 や 母 に も 否 認 権 を 認 め る べ き だ と の 批 判 が 多 か っ た 。  

      

ａ父（注１）  

ｂ子  

 ⇒親権を行う母・親権を行う養親・未成年後見人による代理行使ＯＫ  

 ※ こ の 場 合 の 否 認 権 の 行 使 期 間 は 、 子 の 出 生 の 時 か ら ３ 年 間 と な っ て お り （ ７ ７ ７ ② ） と な っ て お り 、  
い ま だ 意 思 能 力 の な い 未 成 年 者 が 否 認 権 を 行 使 す る こ と に な る た め 、 こ れ ら の 者 に 否 認 権 の 代 理 行 使  
を 認 め た 。  

ｃ母（親権を失った母を含む）（注２）  

※ 母 は 父 子 関 係 の 当 事 者 で は な い も の の 、 母 は 子 の 親 と し て 子 を 養 育 す る 立 場 に あ り 、 子 の 父 が 誰 で  
あ る か に つ い て 固 有 の 利 益 を 有 す る た め 、 否 認 権 が 認 め ら れ た 。  

ｄ前夫（女性が懐胎した時から子の出生の時までの間に２以上の婚姻  

をしていた場合、出生した子は、その出生の直近の婚姻における夫  

（現夫）の子と推定する旨の 774Ⅲの規定により子の父が定められ  

るとき）（注３）（注４）  

※ 真 実 は 子 が 前 夫 に よ っ て 懐 胎 さ れ た も の で あ る と き は 、 前 夫 が 子 の 法 律 上 の 父 と な る こ と を 可 能 と  
す る た め に 、 前 夫 に 再 婚 後 の 夫 の 子 と あ る と い う 推 定 を 否 認 す る こ と を 認 め る 必 要 が あ る 。  

 
     （注１）  
   
   

 

       

       

 

       

       

   

       

   

 

父 が嫡 出否認 の訴えを提 起し た後に死 亡 した場 合には、 ア イに よ り

嫡 出否認の訴 えを提起す ることがで きる者は、 父 の死亡の 日か ら ６

か 月 以 内 に 訴 訟 手 続 を 受 け 継 ぐ こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て

は、民事訴訟法第 124条第 1項後段の規定は、適用しない (人 訴 41Ⅱ )。  

 

 

 

父が成年被後見人の場合  

ア成年後見人 (人 訴 14Ⅰ )  

イ母が成年後見人となっている場合  

⇒成年後見監督人 (人訴14Ⅱ)  

父が子の出生前に死亡した場

合  

父が否認の訴えを提起せずに  

死亡した場合  

アその子のために相続権を害される  

べき者 (人 訴 41Ⅰ )  

イ父の３親等内の血族 (人 訴 41Ⅰ )  

※ 3親 等 内 の 親 族 に は 扶 養 義 務 を 負 わ さ れ る 場 合 が  

あ る (877)た め 。  
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     （注２）  

母の否認権行使が子の利益を害することが明らかなときは、母は否  

認権を行使できない（ 774Ⅲただし書）  

 

※ 児 童 虐 待 を 行 っ て い る 母 が 、 父 に よ る 親 権 喪 失 の 審 判 の 申 立 て の 関 与 を 排 除 す る 目 的 で 否 認 権 を  
行 使 す る 等 、 母 の 濫 用 的 な 訴 え を 制 限 す る 趣 旨 。  

 

 

（注３）  

 前夫の否認権行使が子の利益を害することが明らかなときは、前  

夫は否認権を行使できない（ 774Ⅳただし書）  

 

※ 前 夫 が 子 の 父 と し て 自 ら 子 を 養 育 す る 意 思 が な い に も か か わ ら ず 否 認 権 行 使 す る 等 、 前 夫 の 濫  
用 的 な 訴 え を 制 限 す る 趣 旨 。  

 

 

 

（注４）  

           前夫が否認権を行使し、新たに子の父と定められた場合  

⇒前夫は、子が自らの嫡出であることを否認できない（ 774Ⅴ）     
                                                   

                                                                       
      

                                  

                           

        
 
 

 

夫Ｂの子と推定  

 

                     ▼  

                   嫡出否認の裁判確定  

                           ▼  

                    前夫Ａの子と推定  

 

 

※ 前 夫 自 ら が 現 在 の 夫 に 対 し て 否 認 権 を 行 使 す る と い う こ と は 、 自 ら 子 の 親 と な り 子 を 養 育 す る 意  

思 を 有 す る こ と が 通 常 で あ る 。 ま た 、 更 に 前 夫 が 自 ら の 嫡 出 で あ る こ と を 否 認 す る こ と に よ っ  

て 、 そ の 子 に 対 す る 法 律 上 の 父 が 失 わ れ る こ と を 防 ぐ 趣 旨 。  

 

 

          なお、前夫以外の者（表ａ～ｃ）が否認権を行使したことによって  

子が再婚後の夫の子であることが否認された場合は、前夫は子との  

間に生物学上の父子関係がないことを理由に自らの子であることを  

否認することができる。  

 

出
生 

 

再
婚
（
夫
Ｂ
） 

  

離
婚 

  

懐
胎 

  

婚
姻
（
夫
Ａ
） 
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        ③訴えの相手方 (775)   －令和４年改正               

      

提訴権者  相手方  

ａ父  子又は親権を行う母（注）  

ｂ子  父  

ｃ母  父  

ｄ前夫  

父及び子又は親権を行う母（注）  

※ こ れ は 嫡 出 の 推 定 が さ れ る 父 子 関 係 の 存 在 を 否 定 す る  

こ と を 目 的 と す る 訴 え で あ る か ら 。  

 

     （注）親権を行う母がいない場合  

⇒家庭裁判所が選任した特別代理人   

 

ex.母 死 亡 ･離 婚 に よ っ て 父 が 親 権 者 と な っ て い る 場 合  

「 家 庭 裁 判 所 は 、 特 別 代 理 人 を 選 任 し な け れ ば な ら な い 」 （ ７ ７ ５ Ⅱ ）  

 

子に未成年後見人が付いていても、その者を相手方として提訴  

はできない。  
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【テキストⅤ】Ｐ 38動画差替・追加（ 7編第3章親子04実子1(4)④～⑧） 

        ④嫡出否認の訴えの提起期間 (777･778) －令和４年改正  

          ａそれぞれに定める時から３年以内    

 

※ 改 正 前 は 、 「 夫 が 子 の 出 生 を 知 っ た 時 か ら １ 年 以 内 」 と さ れ て い た が 、 否 認 権 を 行 使 す る た め の  

期 間 と し て は 短 す ぎ る と 批 判 さ れ て い た 。  

３ 年 は 除 斥 期 間 。  

        

提訴権者  起算点  

ａ父  父が子の出生を知った時  

ｂ子  

その出生の時  

※ 第 一 次 的 に は 、 母 に よ っ て 行 使 さ れ る こ と が 予 定 さ れ て お り 、 母 は  

子 を 分 娩 し た 者 で あ り 、 子 の 出 生 の 時 に 出 生 の 事 実 を 知 る た め 。  

ｃ母  
子の出生の時  

※ 子 を 分 娩 し た 者 で あ り 、 子 の 出 生 の 時 に 出 生 の 事 実 を 知 る た め 。  

ｄ前夫  前夫が子の出生を知った時（注）  

 

（注）前夫は、子が成年に達した後は提起不可（ 778の 2Ⅳ）  

 

※ 子 が 成 年 に 達 す る ほ ど 長 期 間 が 既 に 経 過 し て い る 場 合 に お い て 、 な お も 前 夫 の 否 認 権 を 認 め る  

と 、 再 婚 後 の 家 庭 の 平 穏 を 過 度 に 害 し た り 、 ま た 、 子 は 既 に 親 に よ る 養 育 を 必 要 と す る 未 成 年 者  

で は な く な っ て い る に も か か わ ら ず 、 前 夫 の 一 方 的 な 意 思 に よ っ て 当 該 子 と の 父 子 関 係 を 成 立 さ  

せ る こ と に も な り か ね ず 、 妥 当 で な い た め 。  

 

 

 

 
          ｂ父死亡のとき（人訴 41Ⅰ）  

            ⇒父死亡の日から１年内  

          ※ こ の 部 分 は 「 ３ 年 」 と な っ て い な い こ と に 注 意 す る 。  

 
  

                          １  年          

 

              

              

 

アその子のために相続権を害されるべき者  

イ父の３親等内の血族  

      

 

 

 

 

 

               

死
亡 
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      ｃ子の出生の直近の婚姻の夫の子であるという推定を否認する嫡出否  

認の裁判が確定した場合  

⇒それぞれに定める時から１年以内（ 778）  

 

※ 「 そ の 前 の 婚 姻 の 夫 の 子 で あ る 」 と の 推 定 に 対 す る 否 認 権 行 使 の 機 会 を 与 え る た め に 行 使 期 間 の  

特 則 を 設 け た も の 。  

 

 

提訴権者  起算点  

ア当該裁判の確定により新たに  

子の父と定められた者  

それぞれの者が嫡出否認の裁判が

確定したことを知った時  

イ子  

ウ母  

エ前夫（注）  

    

                                                           

                                                   

                                                                        
  

                  

                  

                  

       

        
 
 

 

 

夫Ｃの子と推定  

 

 ▼  

                            嫡出否認の裁判確定  

 ▼  

                            前夫Ｂの子と推定  

 ▼  

                       これに対する嫡出否認の訴え  

 

 

 

 

（注）前夫は、子が成年に達したときは提起不可（ 778の 2Ⅳ）  

 

※ 子 が 成 年 に 達 す る ほ ど 長 期 間 が 既 に 経 過 し て い る 場 合 に お い て 、 な お も 前 夫 の 否 認 権 を 認 め る  

と 、 再 婚 後 の 家 庭 の 平 穏 を 過 度 に 害 し た り 、 ま た 、 子 は 既 に 親 に よ る 養 育 を 必 要 と す る 未 成 年 者  

で は な く な っ て い る に も か か わ ら ず 、 前 夫 の 一 方 的 な 意 思 に よ っ て 当 該 子 と の 父 子 関 係 を 成 立 さ  

せ る こ と に も な り か ね ず 、 妥 当 で な い た め 。  

 

出
生 

 

再
婚
（
夫
Ｃ
） 

 

離
婚 

  

再
婚
（
夫
Ｂ
） 

  

離
婚 

  

懐
胎 

  

婚
姻
（
夫
Ａ
） 
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      ｄ子の嫡出否認の訴えの出訴期間の特則（ 778の 2Ⅰ）  

    

       前記ｃ表イの子の嫡出否認の訴えの出訴期間の満了前６か月以内  

の間に親権を行う母、親権を行う養親及び未成年後見人がないと  

き  

⇒下記ア～ウのそれぞれの時から６か月を経過するまでの間、嫡  

出否認の訴えを提起することができる  

 

起算点  出訴期間  

ア母・養親の親権停止の期間が満了し、  

親権喪失・親権停止の審判の取消しの  

審判が確定し、もしくは親権が回復さ  

れた時  
それぞれの時から６か月を

経過するまでの間  

イ新たに養子縁組が成立した時  

ウ未成年後見人が選任・就職した時  

    

※ 子 の 嫡 出 否 認 権 を 行 使 す る 機 会 を 保 障 す る た め の 規 定  

 

 

      ｅ子が自ら否認権行使をするための嫡出否認の訴えの出訴期間の特則  

（ 778の 2ⅡⅢ）  

 

       子は、その父と継続して
．．．．

同居した期間（当該期間が２以上あるとき  

は、そのうち最も長い期間）が３年を下回るときは、 21歳に達す  

るまでの間、嫡出否認の訴えを提起することができる。  

 

※ 生 物 学 上 の 父 子 関 係 が な い だ け で な く 、 社 会 的 に も 親 子 と し て の 実 態 が な い 場 合 に は 、 子 が 自  

ら の 判 断 で 否 認 権 を 行 使 す る こ と が で き る 機 会 を 保 障 し た も の 。 一 方 、 社 会 的 に は 親 子 と し て  

の 生 活 を 送 っ て い た 場 合 に 、 生 物 学 上 の 父 子 関 係 が な い こ と の み を 理 由 に 子 が 一 方 的 に 法 律 上  

の 父 子 関 係 が な い こ と を 否 定 す る こ と は 認 め る べ き で は な い と い う 側 面 も あ る た め 、 こ の よ う  

な 要 件 と し た 。  

 

ただし、子の否認権の行使が父による養育の状況に照らして父の  

利益を著しく害するときは、子は嫡出否認の訴えを提起すること  

ができない。  

 

※ 継 続 し て 同 居 し た 期 間 が ３ 年 を 下 回 る 場 合 で あ っ て も 、 父 が ３ 年 以 上 の 期 間 継 続 的 に 養 育 費 を  

支 払 っ て い た と き や ３ 年 に 満 た な い 期 間 を 断 続 的 に 同 居 し 、 そ の 合 計 期 間 が ３ 年 を 上 回 る 等 、  

３ 年 以 上 継 続 し た 同 居 と 同 程 度 に 社 会 的 な 親 子 関 係 が 形 成 さ れ て い る と き に は 、 子 は 嫡 出 否 認  

の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き な い と 考 え ら れ て い る （ 部 会 資 料 ２ ５ － ２ ） 。  

 

       これは子自身の嫡出否認権を行使する機会を保障するための規定  

であるから、親権を行使する母、親権を行う養親及び未成年後見  

人による代理行使は認められない（ 778の 2Ⅲ）  
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        ⑤否認権の消滅 (776)    －令和４年改正                                 

   

          ａ子の出生後、父又は母がその嫡出性を承認したとき  

 

            嫡 出 性 を 承 認 :自 分 の 子 と 認 め る (子 の 出 生 後 の も の に 限 ら れ る )     
  
 
                             オレの息子だと認めるよ  
 
             

     ※ 令 和 ４ 年 改 正 に よ り 、 新 た に 嫡 出 否 認 権 が 認 め ら れ た 「 母 」 も 加 え た 。  

子 か ら の 嫡 出 の 承 認 に つ い て の 規 定 は 設 け ら れ て い な い 。  

                                                                 

 

          ｂただし、父又は母が嫡出子出生届をしただけでは、「承認」とはなら  

ない (明32.1.10民甲2289号－「父」につき)  

                            
        

          ※ 否 認 の 訴 え を 提 起 し た と き で も ､出 生 の 届 出 を し な け れ ば な ら な い (戸 籍 53)  。           

 

 

 

               戸 籍 法 上 の 義 務 を 果 た し た だ け だ !  

 

 

 

        ⑥元父が子の監護に要した費用の償還の制限（ 778の 3）  －令和４年改正  

 

      嫡出否認の訴えにより嫡出であることが否認された場合であっても、  

子は、父であった者が支出した子の監護に要した費用を償還する義務  

を負わない。        

 

※ 嫡 出 推 定 制 度 は 、 早 期 に 子 の 身 分 関 係 を 安 定 さ せ る た め に 、 生 物 学 上 の 父 子 関 係 の 存 否 に か か わ ら  
ず 、 母 の 夫 を 子 の 父 と 推 定 し 、 法 律 上 の 父 と し て の 責 任 を 負 わ せ る も の で あ り 、 子 の 利 益 を 保 護 す  
る た め 、 当 該 推 定 が 事 後 的 に 否 認 さ れ た 場 合 で あ っ て も 、 推 定 さ れ る 父 が 子 の 監 護 の た め に 負 担 し  
た 費 用 の 償 還 を 認 め る こ と は 相 当 で な い と 考 え ら れ た 。 ま た 、 こ れ を 認 め る と 、 子 が 自 ら 否 認 権 を  
行 使 す る こ と を 躊 躇 さ せ る 原 因 に な り 得 る た め 。  
 
な お 、 元 父 の 本 来 の 扶 養 義 務 者 （ 母 等 ） に 対 す る 不 当 利 得 返 還 請 求 が 認 め ら れ る か 否 か に つ い て  
は 、 規 定 は 存 在 せ ず 、 解 釈 に 委 ね ら れ る 。  

 

 

 

          オ レ の 子 で な い こ と が 確 定 し た な ら 、 こ れ ま で  

払 っ て き た 費 用 を 返 し て も ら お う か ！  ×  
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    ⑦相続開始後に嫡出否認により新たに子と推定された者の価額の支払請求  

（ 778の 4）  

 

相続の開始後、否認権が行使され、新たに被相続人がその父と定められ  

た者が相続人として遺産の分割を請求しようとする場合において、他の  

共同相続人が既にその分割その他の処分をしていたときは、当該相続人  

の遺産分割の請求は、価額のみによる支払の請求により行うものとする。  

 

 

※ ９ １ ０ 条 （ 相 続 開 始 後 に 認 知 さ れ た 者 の 価 額 の 支 払 請 求 権 ） と 同 様 に 、 既 に 遺 産 分 割 を し た 他 の 相 続 人  

の 利 益 を 考 慮 し 、 遺 産 分 割 の や り 直 し を 求 め る こ と は で き ず 、 価 額 の み に よ る 支 払 請 求 が で き る こ と を  

定 め た 。  

 

                                                                  

                                                   

                                                                        
  

                                  

                           

        
 
 

 

 

夫Ｂの子と推定  

          Ａ            ▼  

                    ②嫡出否認の裁判確定  

                      ▼  

                               前夫Ａの子と推定  

             甲    乙  

①  遺産分割  

 

嫡出否認の裁判確定によりＡ（死亡）の子と推定された丙は、甲乙  

に対し、遺産分割のやり直しを求めることはできず、価額のみの支  

払請求を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

丙
出
生 

 

再
婚
（
夫
Ｂ
） 

  

離
婚 

  

婚
姻
（
夫
Ａ
） 

  

懐
胎 
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    ⑧第三者の提供精子を用いた生殖補助医療により生まれた子の親子関係に関  

する民法の特例  

 

 

                        提供  

           夫         妻         第三者の精子  

  

 

 

          子  

 

妻が夫の同意を得て、第三者の精子を用いた生殖補助医療により懐胎  

した子については、夫のほか、子や妻も嫡出の否認ができない（生殖  

補助医療法 10）  

 

 

※ 改 正 民 法 ７ ７ ４ 条 に よ り 、 夫 の ほ か 子 や 妻 に も 嫡 出 否 認 の 訴 え が 認 め ら れ る よ う に な っ た こ と に 伴  

い 、 生 殖 補 助 医 療 法 を 改 正 し 、 夫 の ほ か 子 や 妻 も 嫡 出 の 否 認 が で き な い と し た 。  

 

 

 

 

【テキストⅤ】Ｐ 39動画差替・追加（ 7編第 3章親子 05実子 1(5)）  

 

（５）親子関係不存在確認の訴え           

  

      ①嫡出推定を受けない子ｏｒ推定の及ばない子に対して、嫡出子であるこ  

とを否認する訴え   

        ex .婚 姻 中 又 は 婚 姻 前 に 懐 胎 し た こ と が 明 ら か で な く 、 婚 姻 解 消 ・ 取 消 後 ３ ０ ０ 日 後 に 出 生 し た   

 

 

 

      ②嫡出否認の訴えの提起時に夫と妻の婚姻関係が終了して、その家庭が  

崩壊しているとの事情があっても、その一事をもって嫡出否認の訴え  

提起期間経過後に、親子関係不存在確認の訴え (提 訴 期 間 な し )をもって父  

子関係の存否を争うことはできない (最 判 平 12.3.14)            

 

         ※ 婚 姻 関 係 が 終 了 し て ､家 庭 が 崩 壊 し て い る だ け で は ｢推 定 の 及 ば な い 子 ｣と は な ら な い と い う こ と 。  

             子 の 出 生 時 に 夫 婦 間 に 性 的 関 係 を 持 つ 機 会 が な か っ た こ と が 明 ら か で あ る 等 の 事 情 が 存 在 し な か っ た 事 案 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

理由  
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      ③夫と子との間に生物学上の父子関係が認められないことが科学的証拠に

より明らかであり、かつ、子が、現時点において夫の下で監護されてお

らず、妻及び生物学上の父の下で順調に成長しているという事情があっ

ても、子の身分関係の法的安定を保持する必要が当然になくなるもので

はないから、上記の事情が存在するからといって、 772条による嫡出の

推定が及ばなくなるものとはいえず、親子関係不存在確認の訴えをもっ

て当該父子関係の存否を争うことはできないものと解するのが相当であ

る（最判平 26.7.17）  

                   ▼ 
このように解すると、法律上の父子関係が生物学上の父子関係と一致し

ない場合が生ずることになるが、同条及び 774条から 778条までの規定は

このような不一致が生ずることをも容認しているものと解される  

▼ も っ と も  

民法 772条 2項所定の期間内に妻が出産した子について、妻がその子を懐

胎すべき時期に、既に夫婦が事実上の離婚をして夫婦の実態が失われ、

又は遠隔地に居住して、夫婦間に性的関係を持つ機会がなかったことが

明らかであるなどの事情が存在する場合には、上記子は実質的には同条

の推定を受けない嫡出子に当たるということができるから、同法 774条

以下の規定（嫡出の否認）にかかわらず、親子関係不存在確認の訴えを

もって夫と上記子との間の父子関係の存否を争うことができると解する

のが相当である（最判昭 44.5.29）  

▼ し か し  

本件においては、妻が懐胎した時期に上記のような事情があったとは認

められない  

 
実の父     妻      夫  

        Ｃ      Ａ      Ｂ         

   

                      Ｄ  

     ① Ｄ Ｎ Ａ 鑑 定  

      ⇒ Ｄ は Ｂ の 子 で は な く 、 Ｃ の 子 で あ る こ と が 明 ら か （ ９ ９ ． ９ ９ ９ ９ ９ ８ ％ ）  

      

② 現 時 点  

      ⇒ Ａ ・ Ｃ の 下 で Ｄ は 順 調 に 成 長  

      

③ 妻 の 懐 胎 時 期  

      ⇒ Ａ ・ Ｂ の 夫 婦 の 実 態 が 失 わ れ て い た と は い え な い  

 

※ 妻 の 懐 胎 時 期 に そ の 夫 に よ っ て 懐 胎 す る こ と が 不 可 能 な 場 合 は 、 ７ ７ ２ 条 の 嫡 出 推 定 は 及 ば な い と す る  

の が 従 来 の 判 例 で あ っ た （ 最 判 昭 ４ ４ ． ５ ． ２ ９ ） が 、 本 判 決 の 原 審 は 、 妻 の 懐 胎 時 期 に 夫 婦 の 実 態  

が 存 在 し て い て も 、 嫡 出 推 定 を 排 除 す べ き 場 合 が あ る と し た  

                     ▼  し か し  

 最 高 裁 は 、 現 時 点 に お い て 夫 の 下 で 監 護 さ れ て お ら ず 、 妻 及 び 生 物 学 上 の 父 の 下 で 子 が 順 調 に 成 長 し  

て い る と い う 事 情 が あ っ て も 、 ７ ７ ２ 条 の 嫡 出 推 定 が 排 除 さ れ る 場 合 は 、 あ く ま で 妻 の 懐 胎 時 期 に 事 実  

上 の 離 婚 等 の 事 情 が あ っ た 場 合 に 限 ら れ る の で あ り 、 そ れ が な か っ た 以 上 は 、 そ の 例 外 は 認 め な い こ と  

を 明 ら か に し た  
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④「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」 3条 1項の規定に  

基づき男性への性別の取扱いの変更の審判を受けた者の妻が婚姻中に懐  

胎した子は、民法 772条の規定により夫の子と推定される。よって、夫  

が妻との性的関係の結果もうけた子であり得ないことを理由に実質的に  

同条の推定を受けないとして、戸籍事務管掌者が、戸籍の「父」の欄を  

空欄とする等の記載をすることは法律上許されない （最判平 25.12.10）。  

 

 

※ 本 判 決 の 原 審 は 、 戸 籍 の 記 載 上 、 夫 が 特 例 法 ３ 条 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 男 性 へ の 性 別 の 取 扱 い の 変 更 の 審  

判 を 受 け た 者 で あ っ て 当 該 夫 と 子 と の 間 の 血 縁 関 係 が 存 在 し な い こ と が 明 ら か な 場 合 に お い て は 、 民 法  

７ ７ ２ 条 を 適 用 す る 前 提 を 欠 く と し た  

                    ▼  し か し  

特 例 法 ４ 条 １ 項 は 、 性 別 の 取 扱 い の 変 更 の 審 判 を 受 け た 者 は 、 民 法 そ の 他 の 法 令 の 規 定 の 適 用 に つ い て  

は 、 法 律 に 別 段 の 定 め が あ る 場 合 を 除 き 、 そ の 性 別 に つ き 他 の 性 別 に 変 わ っ た も の と み な す 旨 を 規 定 し  

て い る  

▼  し た が っ て  

特 例 法 ３ 条 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 男 性 へ の 性 別 の 取 扱 い の 変 更 の 審 判 を 受 け た 者 は 、 以 後 、 法 令 の 規 定 の  

適 用 に つ い て 男 性 と み な さ れ る た め 、 民 法 の 規 定 に 基 づ き 夫 と し て 婚 姻 す る こ と が で き る の み な ら ず 、  

婚 姻 中 に そ の 妻 が 子 を 懐 胎 し た と き は 、 同 法 ７ ７ ２ 条 の 規 定 に よ り 、 当 該 子 は 当 該 夫 の 子 と 推 定 さ れ る  

と い う べ き で あ る  

▼  も っ と も  

民 法 ７ ７ ２ 条 ２ 項 所 定 の 期 間 内 に 妻 が 出 産 し た 子 に つ い て 、 妻 が そ の 子 を 懐 胎 す べ き 時 期 に 、 既 に 夫 婦  

が 事 実 上 の 離 婚 を し て 夫 婦 の 実 態 が 失 わ れ 、 又 は 遠 隔 地 に 居 住 し て 、 夫 婦 間 に 性 的 関 係 を 持 つ 機 会 が な  

か っ た こ と が 明 ら か で あ る な ど の 事 情 が 存 在 す る 場 合 に は 、 そ の 子 は 実 質 的 に は 同 条 の 推 定 を 受 け な い  

（ 最 判 昭 ４ ４ ． ５ ． ２ ９ ）  

                    ▼  そ こ で  

性 別 の 取 扱 い の 変 更 の 審 判 を 受 け た 者 に つ い て は 、 妻 と の 性 的 関 係 に よ っ て 子 を も う け る こ と は お よ そ  

想 定 で き な い も の の 、 一 方 で そ の よ う な 者 に 婚 姻 す る こ と を 認 め な が ら 、 他 方 で 、 そ の 主 要 な 効 果 で あ  

る 同 条 に よ る 嫡 出 の 推 定 に つ い て の 規 定 の 適 用 を 、 妻 と の 性 的 関 係 の 結 果 も う け た 子 で あ り 得 な い こ と  

を 理 由 に 認 め な い と す る こ と は 相 当 で な い と い う べ き で あ る  

▼  そ う す る と  

妻 が 夫 と の 婚 姻 中 に 懐 胎 し た 子 に つ き 嫡 出 子 で あ る と の 出 生 届 が さ れ た 場 合 に お い て は 、 戸 籍 事 務 管 掌  

者 が 、 戸 籍 の 記 載 か ら 夫 が 特 例 法 ３ 条 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 性 別 の 取 扱 い の 変 更 の 審 判 を 受 け た 者 で あ っ  

て 当 該 夫 と 当 該 子 と の 間 の 血 縁 関 係 が 存 在 し な い こ と が 明 ら か で あ る と し て 、 当 該 子 が 民 法 ７ ７ ２ 条 に  

よ る 嫡 出 の 推 定 を 受 け な い と 判 断 し 、 こ の こ と を 理 由 に 父 の 欄 を 空 欄 と す る 等 の 戸 籍 の 記 載 を す る こ と  

は 法 律 上 許 さ れ な い  

 

 



 -  21 -   

【テキストⅤ】Ｐ 42動画差替・追加（ 7編第 3章親子 06実子 1(6)(7)）  

（６）親子関係不存在確認請求と権利濫用  

 

     戸籍上の両親以外の第三者である丁が甲乙夫婦とその戸籍上の子で  

ある丙との間の実親子関係が存在しないことの確認を求めて親子関係  

不存在確認請求をする場合  

     ⇒以下のような諸般の事情を考慮して、実親子関係の不存在を確定  

することが著しく不当な結果をもたらす ものといえるときには、  

当該確認請求は権利の濫用にあたり許されない (最判平１８．９．４) 
         

①甲乙夫婦と丙との間に 実の親子と同 様の生活の 実態があった期間

の長さ  

② 判 決 を も っ て 実 親 子 関 係 の 不 存 在 を 確 定 す る こ と に よ り 丙 及 び

その関係者の被る精神的苦痛・経済的不利益  

③改めて養子縁組の届出 をすることにより丙が甲乙夫婦の嫡出子と

しての身分を取得する可能性の有無  

 e x .甲 乙 が 既 に 死 亡 し て い る 場 合 は 、 養 子 縁 組 が で き な い  

④ 丁 が 実 親 子 関 係 の 不 存 在 確 認 請 求 を す る に 至 っ た 経 緯 及 び 請 求

する動機・目的  

⑤実親子関係が存在しないことが 確定されないとした場合に 丁以外

に著しい不利益を受ける者の有無  

 

                                                             

             Ａ         Ｂ                     甲        乙   

       

 

            丙                           丙       丁      

                            甲乙間の嫡出子として届出             
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（７）父を定める訴え（７７３）                                  

 

         令和４年改正前は、再婚禁止期間の規定に違反して再婚がなされ、二  

重の推定が及ぶ場合に裁判所が子の父親を定めるものとして規定され  

ていたが、その適用場面は失われた。  

 

     しかし、嫡出推定の重複は、重婚の禁止（ 732）に違反して婚姻がなさ  

れた場合にも生じ得るものであり、従来から実務ではその準用が認め  

られていた (昭 26.1 .23民 甲 51号 )が、これを明文化した。      
 
     また、母が離婚した後に再婚し、その後、前婚の離婚が無効とされた場  

合も重婚となり、その状態で子が生まれたときは、前婚の夫も再婚後  

の夫も、母の懐胎期間中に婚姻関係にあることから、その懐胎が婚姻  

中のものであることが明らかであれば、いずれも嫡出推定が及ぶ。こ  

の場合にも、当該訴えにより、父を定めることになる。  

                                                            

                      

                                                           

                                                                       
      

                                  

                           

        
 
 

 

Ａ及びＢの子と推定  

 

                     ▼  

                    父を定める訴え  

                            

                     

 

 

出
生 

 

再
婚
（
夫
Ｂ
） 

  

離
婚 

▼
無
効 

  

懐
胎 

  

婚
姻
（
夫
Ａ
） 
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【テキストⅤ】Ｐ 43動画差替・追加（ 7編第 3章親子 07実子 1(8)）  

（８）まとめ                       

 

 
嫡出否認の訴え  

（ 775）  

親子関係存否確認  

の訴え  

父を定める訴え  

（ 773）  

適用  推定される嫡出子  
推定されない嫡出子  

・推定の及ばない 子  

重婚により二重推定を  

受ける子  

提訴期間  原則３年（ 777・ 778）  制限なし  制限なし  

提訴権者  父・子・母・前夫  利害関係人  
子・母・母の前婚の配偶  

者・母の後婚の配偶者  

相手方  

父  

 

子又は  

親権を行う母  
 

①確認を求める当事者  

 

② 当 事 者 の 一 方 が 死 亡

⇒検察官  

 

 

 

 

（注）  
子    父  

母    父  

前

夫  

父及び子又は  

親権を行う母  

消滅事由  嫡出性の承認（ 776）    

 

（注）  

 

原告  被告  

①子又は母  
母 の 前 婚 の 配 偶 者 及 び そ の 後 婚 の 配 偶 者

（その一方が死亡した後は、他の一方）  

②母の前婚の配偶者  母の後婚の配偶者  

③母の後婚の配偶者  母の前婚の配偶者  

 

被告となるべき者がいずれも死亡している場合は、検察官を被告とする（人訴 45

Ⅲ・ 26）。  
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【親子関係存否確認の訴え】  

 

「存在」確認の訴えと「不存在」確認の訴えがある。  

 

 

＜提起の可否＞  

 

         妻      夫  

    Ｃ      Ａ      Ｂ       Ｄ     Ｅ        

 

       Ｆ                   Ｆ  

（ Ａ Ｂ 間 の 推 定 さ れ る 嫡 出 子 ）                 （ Ｄ Ｅ 間 の 子 と し て 出 生 届 ）  

 

 

①ＢがＦとの間の親子関係を争うために親子関係不存在確認の訴え  

※ 嫡 出 否 認 の 訴 え を 提 起 す べ き 。 （ 注 ）                           
×  

②ＡがＤＥとＦとの間の親子関係不存在確認の訴え  

※ 親 子 関 係 存 否 確 認 の 訴 え は 、 当 事 者 以 外 の 第 三 者 も 提 起 で き 、 Ａ は 実 母 で あ る と 主 張 す る だ け で 、 原 告 と し  

て の 訴 え の 利 益 が 肯 定 さ れ る 。 ま た 、 Ｆ が Ｂ の 嫡 出 推 定 を 受 け る こ と と 、 Ｆ と Ｄ Ｅ 間 の 親 子 関 係 不 存 在 は 、  
矛 盾 す る も の で は な い 。                                 

○  

③ＣがＦとの間の親子関係を確認するために親子関係存在確認の訴え  

※ Ｂ か ら の 嫡 出 否 認 の 訴 え で 、 嫡 出 性 が 覆 さ れ な け れ ば 、 親 子 関 係 存 在 確 認 の 訴 え は 提 起 で き な い 。  
×  

④Ｂからの嫡出否認の訴えで嫡出性が覆された後、ＦからＣに対する親子  

関係存在確認の訴え  

※ 認 知 の 訴 え を 提 起 す べ き 。 （ 注 ）         ｃ ｆ ． 嫡 出 性 が 覆 さ れ る 前 は 、 認 知 の 訴 え も 不 可  

 

×  

⑤父を定める訴え  

※ 重 婚 は 生 じ て い な い か ら 、 何 人 か ら も 提 起 で き な い 。                  
×  

 

（ 注 ） 「 嫡 出 否 認 の 訴 え 」 「 認 知 の 訴 え 」 「 認 知 無 効 の 訴 え 」 「 父 を 定 め る 訴 え 」 等 の 各 種 の 実 親 子 関 係 訴 訟 を 提 起 で き な
い 範 囲 で の み 、 親 子 関 係 存 否 確 認 の 訴 え は 提 起 で き る 。                                      
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【テキストⅤ】Ｐ 44動画差替・追加（ 7編第 3章親子 08実子 2(1)）  

 
        法律上の婚姻関係にない男女の間に生まれた子                

                                                                 

       ①母子関係                                                

     ⇒分娩の事実によって、当然に親子関係が形成される (最 判 昭 37.4.27)      

 

 

 

        ②父子関係                                               

     ⇒認知によって初めて親子関係が形成される (779)        

     認 知 :自 分 の 子 で あ る と 認 め る 行 為      

父 が 任 意 に 認 知 を 行 わ な い 場 合 は 、 「 認 知 の 訴 え 」 を 提 起 す る こ と に な る 。     

 

   僕 の 子 で す ･･･  

                                                                

（１）認知の要件              

  ①認知能力  

意思能力  必  要  

行為能力  不  要  

 

法定代理人の同意  不  要  

法定代理人の代理  不  可  

      ※ 本 人 の 意 思 が 尊 重 さ れ る べ き 行 為 だ か ら 。                                

  

        ②認知される者の意思                                      

 

原  則  問わない  

例  外  認知に承諾を要する  

 

            ａ成年の子を認知する場合 (782)                         

              ⇒その子の承諾が必要                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

cf.棄 児 の よ う に 分 娩 の 事 実 が 判 明 し な い 場 合 は ､認 知 届 に よ っ て 母 子 関 係 の 成 立 を 認 め る 。  

 

※ 今 ま で 放 っ て お い て ､成 年 と な っ た そ の 子 に こ れ か ら 自 分 を 扶 養 し て も ら お う と い う ､ふ と ど き な  

者 を 排 除 す る た め 。  

 

                                      

           認知するから、          おいおい・・それはないだろ           
      これから面倒みてくれ  

      

成 年 の 子  

 

発展  

理由  
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            ｂ胎児を認知する場合 (783Ⅰ)                           

              ⇒母の承諾が必要                            

 

           ※ 胎 児 に 対 す る 認 知 は 父 が 死 亡 し そ う な 場 合 or死 亡 の 危 険 の 多 い 場 所 に 赴 く 場 合 等 子 の 出 生 後 に  

任 意 認 知 が 困 難 と な る 可 能 性 が あ る 場 合 に 実 益 を 有 す る 。  

母 の 人 格 的 尊 重 と 認 知 の 真 実 性 を 担 保 す る た め に 母 の 承 諾 を 必 要 と す る 。  

 

 

 そ う よ 、 お 腹 の 子 は あ な た の 子 よ  

 

 

 

 

 

 

－令和４年改正

認知された胎児が出生した場合において、第 772条の規定によりその子の  

父が定められるときは、認知は、その効力を生じない（ 783Ⅱ）。  

 

※ 胎 児 認 知 の 効 力 は 、 子 が 出 生 し た 時 点 で 生 じ る （ ７ ８ ４ 参 照 ）  

                 ▼  一 方  

 ７ ７ ２ Ⅰ 後 段 に よ り 、 女 性 が 婚 姻 前 に 懐 胎 し 、 婚 姻 成 立 後 に 生 ま れ た 子 は 、 夫 の 子 と 推 定 さ れ る こ と と な  

っ た  

                 ▼  そ こ で  

 婚 姻 前 に 胎 児 認 知 が な さ れ て い た 場 合 で も 、 母 が 別 の 男 性 と 婚 姻 し 、 子 を 出 産 し た と き に 、 当 該 男 性 の 子  

と し て の 嫡 出 推 定 を 及 ぼ す べ き か が 問 題 と な る  

                 ▼  こ の 点 に つ き  

 胎 児 認 知 が な さ れ た 場 合 で も 、 嫡 出 推 定 を 及 ぼ し た 方 が 子 の 地 位 の 安 定 に つ な が る こ と 、 ま た 、 令 和 ４ 年  

改 正 に お い て も 、 認 知 は 嫡 出 で な い 子 に 対 し て な さ れ る も の で あ る と の 旧 法 の 前 提 を 維 持 し て い る こ と 等  

か ら 、 婚 姻 し た 男 性 の 子 と の 嫡 出 推 定 を 及 ぼ す こ と が 相 当 で あ る と 考 え ら れ た         

▼  な お  

こ の 場 合 で も 、 子 が 出 生 し た 後 に 、 夫 の 嫡 出 推 定 を 排 除 す る 嫡 出 否 認 が さ れ た 場 合 に は 、 そ の 嫡 出 否 認 の  

遡 及 効 に よ り 、 「 ７ ７ ２ の 規 定 に よ り 子 の 父 が 定 め ら れ る と き 」 に 該 当 し な く な り 、 胎 児 認 知 の 効 力 が 生  

じ る  

 

 

 

        Ａ が 胎 児 を 認 知       母 Ｂ は Ｃ と 婚 姻         出 生  

                                        ▼  

                                    Ｃ の 子 と 推 定 さ れ る  

                                  （ Ａ の 認 知 は 効 力 を 生 じ な い ）  
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           ｃ死亡した子を認知する場合 (783Ⅱ)            

 

             アその直系卑属がなければ、認知はできない  

                

※ 相 続 目 的 の 認 知 を 排 除 す る た め 。  

つ ま り 、 直 系 卑 属 が あ れ ば 、 自 ら は 相 続 で き な い か ら 。  

       

 

              死 ん だ 息 子 を 認 知 し た い ん じ ゃ が の ぉ   

 

 

 

 

 

       イその直系卑属が成年者の場合  

        ⇒その者の承諾が必要   

               ※ 扶 養 目 的 の 認 知 を 排 除 す る た め 。  

 

 

           お お 、 お ま え が 孫 か こ れ か ら      誰 だ よ 、 こ の じ い さ ん は  

           よ ろ し く な ！  
 

                                                      成 年 者 た る 直 系 卑 属  

 

 

 

 

 

 

 

  父  

 

 

  子(死亡)  

 

 

  孫  
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【テキストⅤ】Ｐ 48動画差替・追加（ 7編第 3章親子 11実子 2(5)(6)①～③）  

（５）認知に対する反対事実の主張（７８６）                      

 

「 反 対 事 実 の 主 張 」 と は ？  

従 前 、 取 消 す こ と か 無 効 主 張 （ 通 説 ） か に つ い て 争 い が あ り 、 ま た 、 無 効 主 張 と す る 説 の 中 で も 、 こ
れ が 無 効 確 認 の 訴 え か 形 成 無 効 （ 裁 判 上 の 無 効 ） か で 説 が 分 れ て い た 。 大 判 大 １ １ ． ３ ． ２ ７ は 、
「 無 効 と な る こ と を 宣 言 す る 判 決 が あ っ て 初 め て そ の 認 知 は 無 効 と な る 」 （ 形 成 無 効 ） と し て い る
が 、 最 判 平 ２ ６ ． １ ． １ ４ は 、 「 血 縁 上 の 父 子 関 係 が な い に も か か わ ら ず さ れ た 認 知 は 無 効 と い う べ
き で あ る 」 と し て お り 、 無 効 確 認 と も 解 さ れ て い た が 、 改 正 後 の ７ ８ ６ 条 は 、 形 成 無 効 の 説 の 立 場 を
と る こ と が 明 確 に さ れ た 。  

①認知が真実に反する場合、それを是正するために認知無効の訴えを提  

起できる。    

 

出訴権者  相手方  起算点（注３）  出訴期間  

子又はその法定

代理人（注１）  

認知をした者（同人

が死亡したときは検

察官）  

子又はその法定代理人

が認知を知った時  

それぞれの

時から７年

以内  

認知をした者  
子（子が死亡したと

きは、検察官）  
認知の時  

子の母（注２）  

認知をした者及び子  

（いずれかが死亡し

たときは他の一方、

両名が死亡したとき

は検察官）  

子の母が認知を知った

時  

    

※ 改 正 前 は 、 出 訴 権 者 を 「 子 又 は そ の 他 の 利 害 関 係 人 」 と し て い た が 、 主 張 権 者 が 広 く 、 無 効 主 張 の 期 間 制  

限 が な か っ た こ と か ら 、 子 の 身 分 関 係 が い つ ま で も 安 定 せ ず 、 嫡 出 否 認 の 訴 え に つ い て 厳 格 な 制 限 が さ れ  

て い る こ と と の 均 衡 を 欠 く と 指 摘 さ れ て い た 。  

 

（注１）  子の法定代理人  

⇒子の親権を行う母・親権を行う養親・未成年後見人  

 

 

（注２）その認知の無効の主張が子の利益を害することが明らかなときは、  

認知無効の訴えを提起できない（ 786Ⅰただし書）  

 

※ 母 が 、 社 会 的 な 父 子 関 係 の 実 態 が あ る に も か か わ ら ず 、 認 知 を し た 父 と の 紛 争 に 起 因 し て 濫  

用 的 に 認 知 の 無 効 を 主 張 し た り す る こ と は 、 子 の 身 分 関 係 を 不 当 に 害 す る も の で あ り 、 許 さ  

れ る べ き で は な い 。

    （注３）胎児認知の場合は、すべての出訴権者との関係で「子の出生の  

時」となる（ 786Ⅰ括弧書き）  
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②子が自ら認知無効の訴えを提起するための出訴期間の特則（ 786ⅡⅢ）  

 

      子は、その子を認知した者と認知後に継続して
．．．．

同居した期間（当該期  

間が２以上あるときは、そのうち最も長い期間）が３年を下回るとき  

は、 21歳に達するまでの間、認知無効の訴えを提起することができる。  

 

※ 生 物 学 上 の 父 子 関 係 が な い だ け で な く 、 社 会 的 に も 親 子 と し て の 実 態 が な い 場 合 に は 、 子 が 自 ら の 判  

断 で 認 知 無 効 の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き る 機 会 を 保 障 し た も の （ ７ 年 が 経 過 し た 後 で も ２ １ 歳 に 達  

す る ま で の 間 は 認 知 無 効 の 訴 え を 提 起 で き る ） 。 一 方 、 社 会 的 に は 親 子 と し て の 生 活 を 送 っ て い た 場  

合 に は 、 原 則 的 な 出 訴 期 間 を 超 え る 特 則 を 設 け て ま で 、 生 物 学 上 の 父 子 関 係 が な い こ と の み を 理 由 に  

子 が 一 方 的 に 法 律 上 の 父 子 関 係 を 否 定 す る こ と は 認 め る べ き で は な い と い う 側 面 も あ る た め 、 こ の よ  

う な 要 件 と し た 。  

 

ただし、子の認知無効の主張が認知をした者による養育の状況に照ら  

して認知をした者の利益を著しく害するときは、子は認知無効の訴え  

を提起することができない。  

 

※ 継 続 し て 同 居 し た 期 間 が ３ 年 を 下 回 る 場 合 で あ っ て も 、 父 が ３ 年 以 上 の 期 間 継 続 的 に 養 育 費 を 支 払 っ
て い た と き や ３ 年 に 満 た な い 期 間 を 断 続 的 に 同 居 し 、 そ の 合 計 期 間 が ３ 年 を 上 回 る 等 、 ３ 年 以 上 継 続
し た 同 居 と 同 程 度 に 社 会 的 な 親 子 関 係 が 形 成 さ れ て い る と き に は 、 子 は 認 知 無 効 の 訴 え を 提 起 す る こ
と が で き な い と 考 え ら れ て い る （ 部 会 資 料 ２ ５ － ２ ） 。  

 

これは子自身の認知無効の訴えを提起する機会を保障するための規定  

であるから、親権を行使する母、親権を行う養親及び未成年後見人に  

よる代理行使は認められない（ 778の 2Ⅲ）

 

       ③元父が子の監護に要した費用の償還の制限（ 786Ⅳ）   

 

     認知無効の訴えにより認知が無効とされた場合であっても、子は、認  

知をした者が支出した子の監護に要した費用を償還する義務を負わな  

い。     

 

 

 

      ④強制認知により判決が確定している場合  

     ⇒再審の手続 (民 訴 338以 下 )により裁判の無効を争うことができるだけ  

      で、民法 786条の規定は適用されない (最 判 昭 28.6.26)          

 

任意認知  認知無効の訴え (786)  

強制認知  再審手続 (民訴338以下)  
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（６）強制認知（７８７）                                  

 

          父親が任意に認知をしてくれない場合                      

          ⇒認知の訴えを提起できる                                

 

                                   ね え 、 あ な た が 父 親 で し ょ 。  

認 知 し て よ !  

 

 

                                                       

        ①原告              

                                            父        母  
 ａ  子                 （ 注 １ ）            Ａ      Ｂ  

ｂ  その直系卑属       （ 注 ２ ）   
 

            Ｃ  ｃ  ａｂの法定代理人    （ 注 ３ ）  

                                                                 

    

 

     （ 注 １ ）  子 は 意 思 能 力 さ え あ れ ば 提 起 で き る 。  

 

                                                     

        （ 注 ２ ） 直 系 卑 属 は 子 の 生 存 中 は 提 起 で き な い 。              

            （ 民 ７ ８ ３ Ⅱ と の 均 衡 か ら － 通 説 ）                        Ｄ  

 

 

        （ 注 ３ ） 子 が 意 思 能 力 を 有 す る と き で も ､法 定 代 理 人 は 子 に 代 わ っ て 提 起 で き る (最 判 昭 43.8.27)。  

            本 来 、 代 理 を 許 さ な い 身 分 行 為 の 中 で は 例 外 的 な 扱 い と い え る 。  

              こ れ は 、 子 が 意 思 能 力 を 有 し て い な い 場 合 に 限 っ て 、 法 定 代 理 人 が 認 知 の 訴 え を 提 起 す る こ と が  

で き る と す る と 子 の 意 思 能 力 の 有 無 に つ い て 紛 争 を 生 じ 、 訴 訟 手 続 の 安 定 を 害 す る 。  

ま た 、 子 が 意 思 能 力 を 有 し て い る 場 合 に 法 定 代 理 人 に よ る 訴 え の 提 起 を 認 め て も 、 そ れ に よ っ て 、  

子 の 利 益 を 実 質 的 に 害 す る と は 限 ら な い か ら 。  

 

                                                                 

        ②被告                          

 ａ  父                             

ｂ  父死亡後は検察官(人訴４４Ⅰ)  

 

                                                                

        ③出訴期間                                                
 ａ  父生存中はいつでも     （ 注 １ ）                                    

                       
ｂ  父死亡後は３年以内     （ 注 ２ ）  

                                                                 

          （ 注 １ ）                                                     

            認 知 請 求 権 は 消 滅 時 効 に か か ら な い (最 判 昭 37.4.10) 。              
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       （ 注 ２ ）                                                     

         3年 に 限 定 し た の は ､身 分 関 係 の 早 期 安 定 と 証 拠 が 不 明 確 に な る の を お そ れ た た め 。  

 

        ① 父 性 の 推 定 を 受 け る 子 に つ い て も ､認 知 の 訴 え の 提 起 に あ た っ て は ､出 訴 期 間 の 制 限 を 受 け る 。  

                        (最 判 昭 44.11.27)  

 

 

 

 

        ② 子 が 父 死 亡 後 3年 内 に 認 知 の 訴 え を 提 起 し な か っ た こ と が や む を 得 な い も の で あ り 、 認 知 の 訴 え を 提 起  

し た と し て も そ の 目 的 を 達 成 す る こ と が で き な か っ た 事 実 関 係 の 下 で は 、 他 に 特 段 の 事 情 の な い 限 り ､  

そ の 出 訴 期 間 は 、 父 死 亡 が 客 観 的 に 明 ら か に な っ た と き か ら 起 算 す べ き で あ る (最 判 昭 57.3.19)。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

婚 姻 届 作 成 後 ､保 管 さ れ 提 出 は し て い な か っ た  

▼  

そ の 後 ､父 行 方 不 明  

▼  

母 は 出 産 し た の で ､保 管 し て あ っ た 婚 姻 届 と 出 生 届 を 提 出  

▼ そ の 後  

父 死 亡 が 確 認 さ れ た が ､死 亡 日 は 婚 姻 届 ･出 生 届 提 出 の 前 で あ っ た  

▼  

婚 姻 届 ･出 生 届 は 全 て 無 効 と な り ､父 子 関 係 は 不 存 在 と な っ た  

▼ そ こ で  

認 知 の 訴 え を 提 起 す る こ と と な っ た  

▼ し か し  

死 亡 の 事 実 が 明 ら か に な っ た 時 点 で ､既 に 3年 と 1ｶ月 が 経 過 し て い た  

                                                       

                               3年1ｹ月  

 

        

     ※ 死 亡 が 明 ら か に な る 前 は 戸 籍 上 ､嫡 出 子 と し て の 身 分 を 取 得 し て お り ､認 知 の 訴 え を 提 起 し な か っ た  

こ と は ､や む を 得 な か っ た も の で あ り ､仮 に 提 起 し て い た と し て も ､そ の 目 的 を 達 す る こ と は で き な  

か っ た と い え る 。  

  
 

 
 
 
 
 

     

 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

※ 内 縁 の 子 に つ い て ､民 772が 類 推 さ れ て ､事 実 上 ､内 縁 の 夫 の 子 と 推 定 さ れ る 場 合 で も ､例 外 な く  

本 条 が 適 用 さ れ る こ と を 明 ら か に し た  

 

３年  

 

婚
姻
届
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